
災害復旧事業の留意事項

国土交通省 中国地方整備局

統括防災官 道中 貢



災害復旧についてのポイント

１．公共土木施設災害復旧費国庫負担法に照
らして妥当か？

• 基本は原形復旧。改良費（改修費）とは異なる。
• 必要に応じ、改良復旧事業と組み合わせる。
• 他施設ではないか。（二重採択防止）
• 被災前の状況は？（法6条の適用除外では？）

２．被災原因を把握
• 原因は必ずある。⇒ひとつとは限らない。
• 原形復旧とは限らない。⇒被災原因に見合った工夫。

３．被災現場の確認
• 周辺の土地利用状況。背後地、交通量等
• 上下流の施設、高さ、用地幅、基礎の露出状況等
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４．最適復旧工法の検討
• 被災原因の除去になっているか？

• 二重対策になっていないか。

• 比較設計、経済的に見合う工法になっているか？

• 周辺環境への配慮がなされているか？

• 設計条件は妥当か

５．仮設工の計上
• 水替え、仮締め切り、工事用道路

６．災害復旧の迅速化
• 普段からの準備（台帳の整理、現況の把握等）

• 人材育成

災害復旧についてのポイント
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１．失格（限度額未満）

→都道府県120万円、市町村60万円未満

【以下2～19は欠格】

２．被災の事実なし

３．異常な天然現象によらない

４．過年災

５．前災処理（変更設計対応）

６．別途施工

（別途施行で対応済み）

７．重複（別途採択済み）

８．対象外施設

９．所管外施設

（農林水産省、他局所管）

10．被害少

11．経済効果少

12．維持工事（のみ災）

13．設計不備

14．施行粗漏

15．維持管理不良

16．埋塞

17．天然河（海）岸

18．工事中災害（他事業工事）

19．小規模施設

・高さ1m未満の小堤

・幅員2m未満の道路 等

注）失格の判定は申請事業費から応急仮工事、処

分費、事業損失防止施設費を除いた金額で判定。
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負担法の適用除外（法第６条等 失格・欠格）



１．トンネル巻立コンクリートの軽微な亀裂修繕のみ

２．石積・石張の破損防止のコンクリート突っ込みのみ

３．間詰めのみ

４．直ちに破損する恐れがなく、他に被害を及ぼす恐れのない石積･
石張の差狂いの修正のみ、又は欠脱の補充のみ

５．堤体に被害のない場合の漏水止のみ

（堤体に被害のない場合とは原則として漏水止の応急工事を施行していない場
合をいう。）

維持工事とみるべきもの「のみ災」（Ⅰ）

漏水止の応急工事の実施状況

（H28北川・宮崎県） 4



維持工事とみるべきもの「のみ災」（Ⅱ）

６．木工沈床の枠木の軽微な破損修繕のみ

７．少量の捨石補充のみ

８．堤防、護岸等に直接影響のない河床又は海岸地盤の低下に対
する根固め、床止め、突堤のみ

注（基礎が露出し、堤防・護岸等の安全に支障がある、又はその
恐れがある場合は採択可能）

９．橋梁、トンネルの照明設備のみ

１０．地すべり防止施設の安定に影響ない流失盛土の補充のみ
１１．待ち受け式擁壁背後の堆砂容量に満たない土砂の排除のみ
１２．排水施設で管渠断面の３割に満たない埋塞の排除のみ
１３．その他、これらに類する工事

「のみ災」は２つ以上重複しても「のみ災」で
あるが、他の施設と同時被災すれば採択可能
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• 査定では、最初に「被災メカニズム」等の考え方を説明する
こととなるので、被災原因の把握が重要。

• 復旧工法の決定にあっては、対策工法を複数３ケース以上
を比較した「総合評価表」を作成。
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被災原因の把握と復旧工法比較



D.H.W.L

被災水位の確認 天端高・法線 背後地の状況は

裏込コンクリート不要

「死に体」の判断は

基礎の地質は

河床を掘って
入れてないか

根固工は必要か

護岸工法は妥当か

用地境界の確認

護岸根入れは

安全な施工ができるか

兼用護岸は必要

特に天然河岸
上下流、対岸も見て河岸高の１／２以上

流速、前後施設
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

B表のチェック

護岸根入れは
周辺河状の状態
根入れとの二重対策

基礎有又は岩着

「美しい山河を守る災害復旧基本方針」を踏まえて!!

被災状況の確認と災害復旧（河川）
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仮設防護柵の必要性
高さ・幅は妥当か
リース期間は

用地補償
の有無

地すべり
は無いか

法面の安定・不安定は
落石は大丈夫か

構造物の選定は妥当か

崩土除去の必要性は
運搬距離は

ガードレール
申請の適否

構造物の選定は妥当か
二重対策となっていないか
（法面工と防護ネット等）

用地を有効に
活用しているか

安定勾配か

被災状況の確認と災害復旧（道路）
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官民境界を確認し復旧構造を検討
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官民境界

（官地に余裕があれば、）
用地境界から安定勾配でブ
ロックの交点までおろす

用地境界を確認せず天端までブ
ロックを積んでいる事例が多い

D.H.W.L 用地境界からのブロック積みを
検討。 →高さ、勾配も変化

被災状況の確認と災害復旧



・目的が重複していないことの説明が必要
（根固めの例：水衝部や著しい局所洗掘を受けた箇所において、根入れのみ
確保し根固めを申請しない例が多い。河川特性、被災状況等により「周辺と
同等な根入れを確保した上で根固で洗掘緩和をすることが必要。）

根継と根固

擁壁とロックネット

ﾛｯｸﾈｯﾄと
ｽﾄﾝｶﾞｰﾄﾞ

いわゆる二重対策
では？
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二重対策では



法枠工 落石防止柵

目的や経済性
から二重対策
とはならない

法枠工
落石防止柵

不安定土塊・浮石

二重対策
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法枠工と落石防止柵が「二重対策」では？



仮設道路が必要な場合は必ず計上すること
• 仮設道路の計上については、最寄りの道路や土地所有者等の現地条

件を充分勘案し、実施可能でかつ経済的なルートを選定する

※仮設道路は任意施工のため、特段の事情がない限り変更対象とならない

• 通常の仮設道路によらず、現地状況により敷鉄板,敷砂利方式が有利
な場合があるので、比較検討を行う →使い分けの理由を整理。

※Ｈ27手帳改定：敷砂利は再生砕石とする。使用しない場合は理由を説明

• 但し、本体工事費に比べ仮設道路の費用が高い場合、仮設道路の

延長が非常に長い場合は、その理由を説明する資料を作成する
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仮設工の計上（仮設道路）



手帳P155～

• 大型土のうの数量（袋）は、必要設置面積（高さ×延長）を1個当たり面
積で除して算出するものとし、実設置個数を計上しないこと。

• 耐候性土のうを選定するときは、その必要性を整理
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仮設工の計上（大型土のう工）



• 漁協との協議や年度協定で、設置が必須の

場合は仮設工に計上できます

（オイルフェンスも同様）

14

仮設工の計上（汚濁防止施設）



電柱・水道管などの仮移設･復旧費用

• 補償費に計上できます。

• 但し、中電・NTT・水道事業者などの見積もりが必要となる。

• 電線・水道･ガスなどの仮防護費用も同様に計上できます。

• 官有地内の電柱の移転費用も同様に計上できます。

（災害復旧の場合、官地から官地の移設の場合でも、移転費用が必要

となる場合もありますので各事業者への確認が必要です）

（水道管は、台帳に記載の埋設場所と異なる埋設場所があるので、注
意が必要です）

• 光ケーブル移転には、多大な費用と、実施まで時間がかか
るので見落とししないように調査してください。
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仮設工の計上
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⇒ 既設護岸が改修済（災害復旧事業は含まず、改良復旧事業は含む）の場合に限る 18



申請者心得１０箇条について

１．現地（特に背後地、前後施設、地質）を見ましたか。

２．被災水位（DHWL)を確認しましたか

３．用地境界は確認しましたか。

４．起終点は明確ですか。

５．被災原因を把握しましたか。

６．適正な復旧工法になっていますか。

７．美しい山河を守る災害復旧基本方針に則していますか。

８．仮設等の工種は適正かつ計上漏れはありませんか。

９．設計書を担当者任せにしていませんか。

１０．その写真で机上査定ができますか。
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